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●成果の活用事例

ＸバンドＭＰレーダ

雨量情報の試験配信

河川研究部 水資源研究室 研究官土屋修一 研究官加藤拓磨 河川研究室 主任研究官菊森佳幹

（キーワード） ゲリラ豪雨、水災害、XバンドMPレーダ

１．はじめに

2008年の兵庫県神戸市都賀川、東京都豊島区雑

司ヶ谷下水道幹線の水難事故などに代表される、

いわゆるゲリラ豪雨による水害が近年、多発して

いる。国土交通省河川局は、ゲリラ豪雨の精緻な

観測・監視等を目的として空間・時間分解能が高

いＸバンドＭＰ（マルチパラメータ）レーダ（以

後、ＸＭＰレーダ）の整備を進めている。

２．既存レーダと新設のＸＭＰレーダの特徴

既存の国交省Ｃバンドレーダ（定量観測範囲半

径120km、1ｋｍメッシュ）は観測範囲が広く、全

国を網羅し、大河川の洪水管理として前線・台風

などの降雨に対して有用だが、局地的かつ突発的

なゲリラ豪雨を精緻に捕捉するには観測メッシュ

が大きい。それに対して新設のＸＭＰレーダ（定

量観測範囲半径60km、250mメッシュ）は、観測メ

ッシュが小さく、高分解能の雨量観測が可能とな

り、時々刻々の降雨状況を時空間的に捕捉できる

（図-1）。

３．ＸＭＰレーダの試験運用

国土交通省河川局は 2009年度に三大都市圏等

（関東、中部、近畿、北陸）に計 11基のＸＭＰレ

ーダを整備し、2010年 7月より試験配信を行って

おり、国総研はＸＭＰレーダの整備にあたって、

雨量情報配信システム構築等の技術支援を行った。

例えば、レーダ観測では観測方向にある山・建

物などの障害物によるノイズ信号等の受信をする

ため、その軽減のためにＸＭＰレーダの適切な観

測方法の設定、パラメータ調整等を行い、観測雨

量の精度・品質を向上させた。またゲリラ豪雨の

突発性を鑑み、リアルタイムの情報配信を課題と

して、降雨観測から観測データ収集、情報処理、

ホームページ配信までが迅速に遂行される一連の

システム構築を行った。

これらの成果から、国土交通省が配信するＸバ

ンドＭＰレーダ雨量情報のホームページで、過去

30分前から今現在までの降雨分布の画像（1分間

隔で更新）の閲覧を可能とした。

４．今後の取り組み

2010年度には中国地方4基、九州地方5基、中部

地方3基、東北2基、北陸1基のＸＭＰレーダの設

置予定である。2011年度から全26基のＸＭＰレー

ダの観測精度向上と豪雨監視の高度化を目的と

した試験運用を開始し、2013年度から本運用を予

定している。

【ＸバンドＭＰレーダ雨量情報ホームページ】

http://www.river.go.jp/xbandradar/

【Ｃバンドレーダ（既存レーダ）】
空間分解能：1km×1kmの直行メッシュ
定量観測範囲半径：120ｋｍ 観測間隔：5分
観測データ配信までの時間：5～10分

【ＸバンドＭＰレーダ（2010年7月～）】
空間分解能：250m×250ｍの直行メッシュ
定量観測範囲半径：60ｋｍ 観測間隔:1分
観測データ配信までの時間：1～2分

観測間隔5倍
分解能16倍
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図-1 ＣバンドレーダとＸＭＰレーダの画像
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道路附属物(標識,照明施設等) 

を対象とした点検実施 
 

 

道路研究部 道路構造物管理研究室 室長玉越 隆史 主任研究官星野 誠 

（キーワード） 点検、標識、照明施設、腐食、き裂  

 

１．はじめに 

路側に設置される標識や照明施設等の柱状附属

物は、過去に支柱折損、ボルトや灯具の落下等の

事故を経験している。これらは、通行車両や歩行

者等に対する第三者被害に繋がる可能性もあるた

め、異常の発生を点検等により確実に捕捉するこ

とが重要となる。一方、不具合は、地中部等の不

可視部での腐食(写真-1)や、高所にあるボルトの

ゆるみ、溶接部のき裂等、発見しづらい場所で発

生し、しかも柱状附属物の数は膨大であることか

ら、簡便で見落としなく点検できる合理的な方法

の導入が課題となってきた。そのため、研究室で

は、各地方整備局の協力を得て附属物の維持管理

の実態に関する調査を行い、その結果を分析して、

柱状附属物用定期点検要領の案をとりまとめた。 

 

２．附属物点検の概要  

調査の結果、構造系としては比較的単純な附属

物では、倒壊等の重大事故やボルト脱落など第三

者被害に繋がる恐れのある変状は、溶接部や接合

部などの特定部位に限定できること、それら特定

部位の腐食やき裂は、設置環境条件によっては極

めて早く進行する可能性があることが明らかとな

った。一方、柱状附属物は、同種・類似の構造が

多数設置されており、代表的な構造細目や接合部

形式がパターン化できる特徴がある。以上を踏ま

えて、相対的に弱点となりやすい箇所を構造毎に

予め特定しておき、点検では、全般外観検査に加

えてそれらの特定箇所毎に変状の確認と記録を行

う定期点検要領を提案した。   

変状進行が極めて早い可能性のある腐食やき裂

の有無と状態の的確な把握、ボルトのゆるみ等の

異常の把握には、通常、高所作業車等で溶接部や

ボルトに十分に近接することが必要である。これ

らの省力化のために、ボルト継手では、各ボルト

にマーキングを行う「合いマーク」(写真-2)の設

置により確実に異常が捕捉できる場合に限って、

遠望目視も選択肢に含めた。このように、点検行

為で達成すべき確認レベルを点検要領の中で明確

化したことで、条件に応じた適切な手段で点検が

行われることが期待できる。これに加え、新設や

更新にあたって、予め弱点を少なくするなどの配

慮により、点検が確実かつ経済的に行われ、将来

の維持管理負担の抑制に繋がることも期待される。 

支柱基部腐食の調査手法は超音波パルス反射法

による非破壊の残存板厚調査とし、その結果から

安全性の目安を評価できる方法を提案した。また、

路面下の不可視部分の腐食調査については、実態

調査を踏まえ、路面境界付近に腐食が視認できる

場合及び設置後20年以上経過したアスファルト舗

装埋め込み部を優先調査対象とした。 

３．おわりに 

本研究の成果は、「附属物（標識、照明施設等）

点検要領(案)」として、平成22年12月に国道・防

災課から各整備局等へ周知された。今後は、収集

される点検データの分析を含め、引き続き維持管

理の合理化に向けた検討を継続する予定である。 

 
写真-1 舗装で覆われた  写真-2 合いマーク 

支柱基部の腐食 

安全・安心な社会の実現
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